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3-2-4 調達計画 

 

3-2-4-1 調達方針 

 

本計画が実施される場合の基本的事項は次のとおりである。 

 

・本プロジェクトは、日本政府と「バ」国政府間で本プロジェクトに係る無償資金協力の

交換公文が締結された後、日本政府の無償資金協力の制度に従って実施される。 

・本プロジェクトの実施機関は「バ」国地方自治・地方開発協同組合省地方政府技術局（LGED）

である。 

・本プロジェクトの実施設計、入札関連業務及び施工監理業務に係るコンサルタント業務

は、日本のコンサルタントにより、LGEDとのコンサルタント契約に基づいて実施される。 

・橋梁上部工機材の製作・調達、海上輸送及び資材置き場までの内陸輸送は、入札参加資

格審査合格者による入札の結果選定された日本の業者により、LGED との契約に基づいて

実施される。また、過去 2 件の案件で無償供与された架設工具類については今回これを

含めないものとする。 

・調達される機材を活用して、「バ」国が機材引き渡し後 2 年以内に橋梁建設を行う。 

・ソフトコンポーネント等について、過去の 2件の LGED 案件において、下部工設計及び鋼

桁架設に係る技術指導が行われており（第一次ではコンサルタントの施工監理業務の一

環として、第二次ではソフトコンポーネントとして）、LGED はこれらの技術を習得済み

であると考えられることから、本プロジェクトには含めない（LGED と合意済み）。 

 

3-2-4-2 調達上の留意事項 

 

(1) 機材の輸送と保管 

 

鋼製簡易橋機材はチッタゴン国際港まで海送され、陸揚げ、通関された後、LGED ガジプー

ル県機材置き場まで内陸輸送され、「バ」国政府に引き渡される。その後、「バ」国政府の責

任で橋梁建設計画地である 17 県の各橋梁建設サイトに運搬され、架設工事が始まる。 

 

なお、チッタゴン～ダッカ～ガジプール間（約 330 ㎞）は、幹線国道で結ばれており、橋梁

が整備されて途中フェリーでの渡河の箇所もなくなり、また、舗装路面の状況もおおむね良

好である。 

 

機材置き場に仮置きする際の留意事項は次のとおりである。 

 

・橋梁部材は梱包したまま、橋梁毎に地上から高さ 15cm 以上の台座の上に仮置きする。積

み上げ高さは地上より 2.5ｍ以下とする。 
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WL

ウインチ設備

木ステ－ジング設備

仮受架台

木ステ－ジング設備

チルタンク
連結構

チルタンク

三　又

第１径間桁 第２径間桁

(2) 鋼桁架設 

 

過去の 2案件の経験と実績から、本プロジェクトも上部工架設は特殊機材や高度な熟練技術

を必要とせず、人力架設が可能なオールステージング工法およびステージング式引き出し工

法を採用する。2 つの工法の特徴は次のとおりである。 

 

・オールステージング工法： 

ステージング（支保工）に時間とコストはかかるが、橋台背面の盛土が完成していな

くても施工可能である。 

・ステージング式引き出し工法： 

ステージング（支保工）はオールステージング工法の半分でよいが、橋台背面の盛土

が完成していないと適用が難しい。 
 

オールステージング工法とステージング式引き出し工法の概念図を図 3.2.4-1～2 に示す。

なお、これらの工法は、河川の水深が深くなる雨季にはステージングの組立・解体が困難で

あるため、基本的に乾季に行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-1  オールステージング工法概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-2  ステージング式引き出し工法概念図 

 

架設工における地組工および引き出し工に要する日数は次のとおりである。 
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架設所要日数 

・1 径間架設      ：  約  28 日 

・2 径間重連架設  ：  約  50 日 

・3 径間重連架設  ：  約  70 日 

・4 径間重連架設  ：  約  90 日 

・5 径間重連架設  ：  約 110 日 

・6 径間重連架設  ：  約 130 日 

 

3-2-4-3 調達区分 

 

日本と「バ」国の両国政府の負担区分は、表 3.2.4-1 に示すとおりである。 

 

表 3.2.4-1 両国政府負担区分 

負担区分 
項  目 

日本国 「バ」国 

上部工 ○ － 

下部工 － ○ 

附帯工 － ○ 

詳細設計 

鋼桁架設計画 － ○ 

上部工鋼材製作 ○ － 

海上輸送 ○ － 

通関 － ○ 

機材調達・搬入 

「バ」国内の内陸輸送(港～機材置き場) ○ － 

橋梁建設に必要な用地の確保 － ○ 準備工 

旧橋撤去 － ○ 
下部工施工 － ○ 
鋼桁架設 － ○ 

橋梁建設 

附帯工施工 － ○ 
 

3-2-4-4 調達監理計画 

 

日本のコンサルタントが LGED とコンサルタント業務契約を締結し、以下の業務を実施する。 

 

(1) 実施設計業務 

 

・鋼製簡易橋機材の詳細設計            ・設計図面及び仕様書作成 

・鋼製簡易橋機材調達計画及び事業費積算書の作成  ・入札関係図書の作成 

 

(2) 入札関連業務 

 

・入札公示 

・入札実施 

・入札書の評価 

・契約促進業務 
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(3) 施工監理業務 

 

・鋼製簡易橋仮組立検査 

・船積み前機材照合検査の立会 

・鋼製簡易橋機材の引渡し 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

 

鋼桁機材は鋼桁製作の ISO 9001 承認取得業者により製作されるものとする。コンサルタント

は鋼桁製作の業者が行った品質管理計画を確認し、さらに前項 3-2-4-4(3)の施工監理業務を

行うことで数量と品質を確認する。 

 

3-2-4-6 機材調達計画 

 

鋼製簡易橋機材は「バ」国では入手できず、価格、製作の信頼性及び無償資金協力案件として

の工期を考慮して、日本での調達を計画する。 

 

3-2-4-7 実施工程 

 

本計画における日本国側負担工事（鋼桁供与等）の実施区分は、3-2-1-1｢基本方針｣に述べた

ように、3 期分けで行う。第一期施工対象橋梁は 36 橋（橋長合計 1,680ｍ）、第二期施工対象

橋梁は 30 橋（橋長合計 1,675ｍ）、第三期施工対象橋梁は 26 橋（橋長合計 1,500ｍ）を予定し、

第一期、第二期、第三期とも単年度案件で実施することを提案する。 

 

日本国側負担分の実施工程を表 3.2.4-2 に示した。 

 

表 3.2.4-2 業務実施工程表 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

現地調査          

国内作業          

実施設計 

現地作業          

鋼桁製作          

海上輸送          

第 1 期 

第 2期 

第 3期 
調達 

引渡し          
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3-3 相手国側分担事業の概要 

 

本プロジェクトが実施される場合の「バ」国政府の分担事項は以下のとおりである。 

 

・本プロジェクトの実施上必要な資料／情報の提供 

・橋梁地内の家屋、電柱・電線、水道管等の障害物の移設 

・橋梁下部工、護岸工、取付道路の設計及び施工 

・本プロジェクトに関し日本に口座を開設する銀行の手数料の負担 

・本プロジェクトの機材輸入の免税措置、通関手続き 

・橋梁上部工機材の架設 

・本プロジェクトに従事する日本人が「バ」国へ入国及び滞在するための必要な法的措置 

・本プロジェクトを実施するために必要な許認可証明書等の発行 

・建設後の施設の適切な使用及び維持管理 

・本プロジェクト実施上必要となる経費のうち、日本国の無償資金協力によるもの以外の

経費の負担 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

橋梁施工後の直接の維持管理は、各橋梁を管轄している LGED 郡事務所が定期的な維持管理（取

付道路の整備、護岸、周辺清掃等）を雨季明けから乾季の間（11 月から翌年の 4 月までの期

間）に集中的に行う。 
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3-5 概算事業費 

 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 

本事業を実施する場合には必要となる事業費総額は、約40.12億円（日本国側負担19.71億円、

「バ」国側負担 20.41 億円）となり、先に述べた日本と「バ」国との負担区分に基づく双方の

経費内訳は、以下に示す積算条件によれば次のとおりと見積もられる。 

 

なお、この概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

(1) 日本国政府負担経費 

 

第 1 期施工：新設 33 橋（総延長 1605ｍ）、 架け替え 3 橋（総延長 75ｍ） 

第 2 期施工：新設 30 橋（総延長 1675ｍ）、 架け替え 0 橋（総延長  0ｍ） 

第 3 期施工：新設 25 橋（総延長 1465ｍ）、 架け替え 1 橋（総延長 35ｍ） 

 

表 3.5-1 日 本 国 政 府 負 担 経 費 

概算事業費（百万円） 

費   目 第1期(単年度)

平成 17 年度 

第2期(単年度)

平成 18 年度 

第3期(単年度) 

平成 19 年度 
合 計 

機材 上 部 工 機 材 655.2 664.8 578.2 1,898.2 

 実施設計・施工監理  24.4  24.4  24.4    73.2 

合        計 679.6 689.2 602.6 1,971.4 

 

(2) 「バ」国政府負担経費 

 

表 3.5-2 「バ」国政府負担経費 

                                   単位：百万タカ、（ ）内は百万円 

事 業 費 区 分 
第 1期(単年度)

平成 17 年度 

第 2期(単年度)

平成 18 年度 

第 3期(単年度) 

平成 19 年度 
合 計 

 149  123  110   382 
1) 橋梁建設費*1 

(   256  ) (   212  ) (   189  ) (   657 )

 278  282  245   805 
2) 通関費、輸入税、付加価値税*2 

(   478  ) (   485  ) (   421  ) ( 1,384 )

 427  405  355 1,187 
合        計 

(   734  ) (   697  ) (   610  ) ( 2,041 )

*1) 簡易橋機材の機材置き場からサイトまでの内陸輸送費を含む   

*2) 実質的な出費は伴わない   
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(3) 積算条件 

1) 積算時点        平成 17 年 5 月   1US ドル＝105.25 円 

2) 交換為替レート                 1 バングラデシュタカ＝1.71 円 

3) 施工期間        事業実施工程計画に示したとおり。 

4) その他    ・本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施される

ものとする。 

・「バ」国政府負担経費に通関費、輸入税、付加価値税を含み、これらは LGED

が予算枠を申請し、保証書を関係当局に提出し精算される。従って、実質

的な出費は伴わない。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

 

橋梁施工後の維持管理は、各橋梁を管轄している LGED の地方事務所により実施される。上部

工本体は耐久性の高い構造で、長期防錆処理策として溶融亜鉛めっきが施されているため、維

持補修は必要無いと言える。 

 

維持管理作業は、雨季明けから乾季の間の 6 ヶ月（11 月から翌年の 4 月までの期間）に集中

的に行い、その作業内容には橋体の点検と清掃、取付道路の整備（舗装および法面の破損部分

の補修など）、護岸の補修などがある．維持管理の内容と費用を表 3.5-3に示すとおりであり、

年間の費用は約 248 万タカ（427 万円）と見込まれる。これは、LGED の 2004 年度維持管理予

算の 0.12％に当たる。本プロジェクト実施後の運営維持・管理の予算及び体制は十分であり、

問題はないと考えられる。 

 

表 3.5-3 維持管理項目と費用 

作業明細 維持管理 

作業項目 

1 回当たりの 

経費 (タカ) 回数／年 時期 

対象 

橋梁数 

年間経費 

（タカ） 

点検・清掃  1,000 2 雨季明け・直前 92 184,000 

補修 25,000 1 雨季明け 92 2,300,000 

合 計 2,484,000 

 

 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 

本プロジェクトを円滑に実施する上で直接的な影響を与えると考えられる留意事項は以下の

とおりである。 

 

・雨季に発生する洪水により、地形が変化して河川形状が現状と異なってしまった場合、橋

長及び支間割の変更が必要となり、それらの再検討を行わなければならない。 

・「バ」国内の経済状態が悪化して予算確保が困難となった場合、本プロジェクトの計画を見

直さなければならない。 
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第４章  プロジェクトの妥当性の検証 

 
4.1 プロジェクトの効果 

 
本プロジェクトは「地方道路簡易橋整備マスタープラン調査」で地域社会経済の発展に対して

も効果的であると評価された 17 県におけるウパジラ道路、ユニオン道路、ビレッジ道路 A・
B 上の 92 橋を建設するもので、鋼製簡易橋の上部工機材を調達して早急に橋梁を整備するこ

とにより、安全で信頼性のある輸送手段を確保され、通年にわたる住民の通行と農産物・生活

物資などの安定した物流を得ることを目的としている。直接の受益者は 17 県内の約 300 万人

の住民である。本プロジェクトが実施されることにより、達成が期待される主な直接効果及び

間接効果は次のとおりである。 
 
(1) 直接効果 

 
① 陸上交通が確保できていなかった 88 箇所において橋梁が整備され通行手段が確保され

る。 

 
② 雨による増水によって橋が破損して車両が通行できなかった 4 箇所において橋梁が

架け替えられ、通年にわたる安全な通行が確保される。 

 
(2) 間接効果 

 
① 通行可能地域の拡大 

新たな架橋により、通行可能地域が拡大する（1,190km2）。 

 
② 周辺住民の利便性の向上 

通年にわたる安全な輸送手段の確保により、通勤、通学、買い物、病院、モスクへ

のアクセスが向上し、地域社会生活が大幅に改善される。 

 
③ 地域交通の活性化 

橋梁の建設により、リキシャ、バイク、バス及びトラック等の交通環境が改善され、

自由でかつ移動に掛かる所要時間が短縮される。さらに貨物の輸送効率も改善され、

農産物等の輸送力が増大する。 

 
4.2 課題・提言 

 
本プロジェクトの効果の発現を高め、これを持続的に維持するために「バ」国側が取り組むべ

き課題と提言は以下の通りである。 
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(1) 「バ」国側負担事項の実施 

 
「バ」国側は、本プロジェクトにおける下部工、取付道路、付帯工を工程上、遅れが生じな

いように確実に実施する。 

 
(2) 周辺道路の整備 

 
「バ」国側は、本プロジェクトにより建設される橋梁位置周辺の道路を積極的に整備（道路

表面改善、損傷箇所の修復、道路幅の拡幅、道路線形の修正など）する。 

 
(3) 洪水に地形変化 

 
雨季に発生する洪水により、地形が変化して河川形状が現状と異なってしまった場合、橋長

および支間割の変更が必要となり、速やかに機材使用箇所等を再検討する必要がある。 

 
4.3 プロジェクトの妥当性 

 
以下の点から、我が国の無償資金協力により協力対象事業を実施することは妥当であると判断

される。 
 

① 橋梁建設と洪水で損傷した橋梁架け替えによって、郡道、町道や村道が繋がり、橋がな

いことによる交通遮断や雨季の洪水による不通などの問題が解消され、市場、病院や学

校へのアクセスが短縮され、容易になる。 
② 人の移動および農産物、鉱工業品、生活物資などの安全な輸送が年間を通して確保され

る。これはプロジェクト対象地域とその周辺住民の生活が活性化されて向上し、地域社

会経済の発展を促進し、結果として「バ」国の上位計画にある貧困緩和に大きく寄与す

る。 
③ 幹線道路へのアクセスが容易になり、新たな道路ネットワークを形成することで、さら

に道路整備を促進する。 
④ 本プロジェクトによって直接裨益する人口は、約 300 万人と想定され、大きな裨益効果

をもたらす。 
 
4.4 結論 

 
本プロジェクトは、前述のように地方部に多大な効果が期待され、同時に周辺住民の生活向上

及びプロジェクト対象地域を中心とした社会・経済の改善・発展に寄与することから、我が国

の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。また本プロジェクトの運営・管理につ

いても、「バ」国側の体制は人員・予算ともに十分であり、問題はないものと考えられる。 
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１．調査団員・氏名

1）第一次現地調査

氏　名 担当分野 　所　　属

1. 永友 紀章 総括 国際協力機構 バングラデシュ事務所 次長

2. 西形 康太郎 計画管理 国際協力機構 無償資金協力部業務第二グループ

3. 平岡 一幸 業務主任／道路整備計画 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

4. 澤野 邦彦 橋梁計画／橋梁設計Ⅰ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

5. 松井 繁 橋梁設計Ⅱ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

6. 小枝 芳樹 橋梁設計Ⅲ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

7. 宝 茂 自然条件調査（地形・水文） ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

8. 相澤 正雄 自然条件調査（地質） ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

2） 第二次現地調査

氏　名 担当分野 　所　　属

1. 平岡 一幸 業務主任／道路整備計画 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

2. 澤野 邦彦 橋梁計画／橋梁設計Ⅰ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

3. 松井 繁 橋梁設計Ⅱ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

4. 村上 啓一 調達事情／積算 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

3） 基本設計概要書の現地説明・協議

氏　名 担当分野 　所　　属

1. 新井 明男 総括 国際協力機構 バングラデシュ事務所 所長

2. 平岡 一幸 業務主任／道路整備計画 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

3. 松井 繁 橋梁設計Ⅱ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

4. 小枝 芳樹 橋梁設計Ⅲ ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル
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２．調査日程

１） 第一次現地調査　（平成17年1月7日～3月12日)

永友 西形 平岡 澤野 小枝 松井 宝 相澤

1 1月7日 金 東京→ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

2 1月8日 土 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ→ﾀﾞｯｶ

3 1月９日 日

4 1月10日 月

5 1月11日 火

6 1月12日 水 M/Dｻｲﾝ 東京→ﾊﾞﾝｺｸ

7 1月13日 木 ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ

8 1月14日 金 ﾀﾞｯｶ→東京 ｻｲﾄ調査準備

9 1月15日 土 ｻｲﾄ調査

10 1月16日 日 ｻｲﾄ調査

11 1月17日 月 東京→ﾊﾞﾝｺｸ ｻｲﾄ調査

12 1月18日 火 ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ ｻｲﾄ調査

13 1月19日 水 資料整理 ｻｲﾄ調査

14 1月20日 木

15 1月21日 金

16 1月22日 土

17 1月23日 日

18 1月24日 月

19 1月25日 火

20 1月26日 水

21 1月27日 木

22 1月28日 金

23 1月29日 土

24 1月30日 日

25 1月31日 月

26 2月1日 火

27 2月2日 水

28 2月3日 木

29 2月4日 金

30 2月5日 土

31 2月6日 日 ﾀﾞｯｶ→ﾊﾞﾝｺｸ 東京→ﾊﾞﾝｺｸ

32 2月7日 月 ﾊﾞﾝｺｸ→東京 資料整理 ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ

33 2月8日 火 資料整理

34 2月9日 水 資料整理

35 2月10日 木 資料整理

36 2月11日 金

37 2月12日 土

38 2月13日 日

39 2月14日 月

40 2月15日 火

41 2月16日 水 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

42 2月17日 木 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

43 2月18日 金

44 2月19日 土 ｻｲﾄ調査

45 2月20日 日 ｻｲﾄ調査

46 2月21日 月 ｻｲﾄ調査

47 2月22日 火 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

48 2月23日 水 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

49 2月24日 木 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

50 2月25日 金

51 2月26日 土 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

52 2月27日 日 ｻｲﾄ調査 資料整理 ｻｲﾄ調査

53 2月28日 月 ｻｲﾄ調査

54 3月1日 火

55 3月2日 水

56 3月3日 木

57 3月4日 金

58 3月5日 土

59 3月6日 日

60 3月7日 月

61 3月8日 火

62 3月9日 水

63 3月10日 木

64 3月11日 金

65 3月12日 土

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

ﾊﾞﾝｺｸ→東京

資料整理

東京→ﾊﾞﾝｺｸ

ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ

JICA、大使館、LGRDにIC/R説明協議

ﾊﾞﾝｺｸ→東京

資料整理

JICA,大使館,LGEDに現地調査概要報告

資料整理

資料整理

ﾀﾞｯｶ→ﾊﾞﾝｺｸ

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

日
順

年月日
曜
日

行　　程

ERD、LGEDにIC/R説明協議

LGEDと協議

ｻｲﾄ調査、M/Dｻｲﾝ

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

ﾀﾞｯｶ→ﾊﾞﾝｺｸ

資料整理

ｻｲﾄ調査

資料整理

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

資料整理

JBICと協議、大使館へ報告

資料整理、ｻｲﾄ調査準備

ｻｲﾄ調査

資料整理

資料整理

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

資料整理

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

資料整理

資料整理

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査
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2) 第二次現地調査　（平成17年4月8日～5月1日)

平岡 澤野 松井 村上

1 4月8日 金

2 4月9日 土

3 4月10日 日

4 4月11日 月

5 4月12日 火

6 4月13日 水

7 4月14日 木

8 4月15日 金

9 4月16日 土

10 4月17日 日

11 4月18日 月

12 4月19日 火

13 4月20日 水

14 4月21日 木

15 4月22日 金

16 4月23日 土

17 4月24日 日

18 4月25日 月

19 4月26日 火

20 4月27日 水

21 4月28日 木

22 4月29日 金

23 4月30日 土

24 5月1日 日

25 5月2日 月

3） 基本設計調査概要説明（平成17年5月30日～6月7日)

新井／武士俣 平岡 松井 小枝

1 5月30日 月

2 5月31日 火

3 6月1日 水

4 6月2日 木

5 6月3日 金

6 6月4日 土

7 6月5日 日

8 6月6日 月

9 6月7日 火

資料まとめ

LGEDと概要書の最終協議

東京→ﾊﾞﾝｺｸ

ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ

LGEDと概要書の説明

ERDと概要書の説明・協議

ﾊﾞﾝｺｸ→東京

大使館への概要書説明および報告

JICAと打合せ

JICAと打合せ

LGEDと概要書の協議

団内打合せ

資料まとめ

ﾀﾞｯｶ→ﾊﾞﾝｺｸ

ERDおよびLGEDとミニッツ署名(M/Mサイン)

JICAと打合せ

日
順

年月日
曜
日

行　程

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

資料整理

JICA,大使館,LGEDに現地調査報告、

資料整理

LGEDと協議 資料整理

資料整理

ｻｲﾄ調査

ｻｲﾄ調査

資料整理

資料整理

ﾀﾞｯｶ→ﾊﾞﾝｺｸ

ﾊﾞﾝｺｸ→東京

東京→ﾊﾞﾝｺｸ

ﾊﾞﾝｺｸ→ﾀﾞｯｶ

JICAと協議、

LGEDと協議

資料整理

LGEDと協議

資料整理

資料整理

資料整理

日
順

年月日
曜
日

行　程
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３． 相手国関係者（面会者）リスト 

Ministry of Finance

M. Emdadul Haque Deputy Secretary, Economic Relation Devision

Ministry of LGRD & Co-operative

M. Sharful Alam Director General, Local Government Devision

Mohammad Jahirul Islam Deputy Chief, Local Government Devision

Syed Namunul Alay Senior Asst. Chief, Local Government Devision

Local Government Engineering Department

Md. Shahidul Hassan Chief Engineer, Head Quarter

Sarojkumar Sarker Additional Chief Engineer, Head Quarter

Md. Anwarul Hoque Project Director, Head Quarter

Syed Mahbubur Rahman Executive Engineer, Dhaka 

Md. Mosleh Uddin Executive Engineer, Narayanganj

Md. Abdur Rashid Khan Executive Engineer, Munshiganj

Md. Abdul Hye Executive Engineer, Manikganj

Md. Awlad Hossain Executive Engineer, Rajbari

Md. Abdul Quddus Mandal Executive Engineer, Gopalganj

Nur Mohammad Executive Engineer, Faridpur

Md. Safiqul Islam Akand Executive Engineer, Comilla

Md. Ataur Rahman Khan Executive Engineer, B'Baria

Md. Nasir Aziz Executive Engineer, Chandpur

Faruque Ahmed Executive Engineer, Feni

Md. Abdul Kader Executive Engineer, Noakhali

Jzbed Karim Executive Engineer, Laxmipur

Md. Golam Kibria Executive Engineer, Natore

Kazi Khursed Hasan Executive Engineer, Sirajganj

KH. Ali Nur Executive Engineer, Pabna

Md. Anisur Rahman Sarder Executive Engineer, Bogra
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６．事前事業計画表（基本設計時） 

１．案件名 

バングラデシュ人民共和国 地方道路簡易橋設置計画基本設計調査 

 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

(1) バングラデシュ人民共和国（以下、「バ」国）における 大の問題は貧困であり、一人当たりの

GNP は 389 ドル（2002/2003 年）と低く、国民の半数は貧困層と言われる後開発途上国である。

その中でも全人口の 80％が居住する地方部では特に顕著である。そこで「バ」国ではまず、国

家開発計画として、第 5 次 5 カ年計画（1997～2002 年）を策定し、貧困の緩和と地方開発及び

農産物の増産を国家計画の基本戦略として掲げ、投資の 60％を割り当て、地方部の貧困緩和を

促進してきた。しかし、国道の整備は比較的進んでいるものの、しばしば発生する洪水やサイク

ロン等の自然災害なども重なり、地方道路の整備は進まず、同国の地域社会経済の発展が遅れて

いるのが現状である。そのため、同国はさらに 2 期目の国家開発計画として「国家開発 3 カ年

計画（2004～2006 年）」を策定し、貧困緩和を促すこととしている。 
(2) 現在の施行中の「国家開発 3 ヵ年計画（2004～2006 年）」では貧困緩和の方策として、地方に

おける道路・橋梁等の運輸インフラの整備を開発の 重要課題の 1 つとしている。そこでその

地域インフラ整備を支援すべく、我が国は援助することとなった。なお、本国家開発計画の主

たる目標は以下のように挙げられている。 

・地方部の生活改善            ・未開地の開発        ・低出生率の達成 

・地方部の社会経済構造の転換  ・産業の振興          ・環境保全 

・雇用機会の創出              ・食糧自給率の向上    ・性差別の撤廃 

・インフラ整備の推進          ・人的資源の開発      ・社会法制度の制定   

・貧困の削減                  ・科学･技術力の向上   ・地方分権化の推進 

 

３．プロジェクト全体計画概要 

（１）プロジェクト全体計画の目標 

   中央部および東部の 17 県に対し、鋼製簡易橋の資材を調達することで、その各県内の地方道路

が整備され、通年交通の確保と人の移動・物流が改善される。結果として、要請対象地域を中

心とした社会経済の発展が促され、貧困が削減される。 

裨益対象範囲：中央部および東部の 17 県  ／  直接裨益人口：合計約 300 万人 

 

（２）プロジェクト全体計画の成果 
①プロジェクト運営体制が整備される。 
②橋梁上部工機材が調達され、橋梁が整備される。 
③供用後の維持管理体制が確保される。 

 
（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

①プロジェクト運営のための人員を配置する。 
②橋梁下部工、護岸工及び取付道路を整備する。 
③橋梁上部工機材を調達する。 
④橋梁及び取付道路を維持管理する。 

 
（４）投入（インプット） 

ア．日本側（= 本案件）：無償資金協力 19.71 億円 
イ．相手国側 

（ア）橋梁下部工、取付道路、付帯工の設計・施工に係る経費 
（イ）鋼製簡易橋資材の免税、通関手続きおよび速やかな国内輸送のための措置 
（ウ）橋梁建設に必要な用地（資機材保管ヤード等）の確保に係る経費 
（エ）鋼製簡易橋の架設に係る経費 
（オ）施設の運営・維持管理に係る経費 

 
（５）実施体制 

主要官庁および実施機関：地方自治・農村開発協同組合省地方行政技術局（LGED） 
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４．協力対象事業の内容等 

（１）サイト 
当該無償資金協力案件サイトを示す。 

「バ」国の中央部および東部の 17 県 

ダッカ県、ナラヤンゴンジ県、ムンシゴンジ県、マニクゴンジ県、ラジバリ県、 

ゴパルゴンジ県、ファリドプル県、コミラ県、バリア県、チャンドプル県、フェニ県、 

ノアカリ県、ラクスミプル県、ナトレ県、シラジゴンジ県、パブナ県、及びボグラ県 

 

（２）概要 
   当該無償資金協力案件により整備される主要な施設・機材は以下のとおりである。 

県別機材調達 
県名 橋梁

数 
橋梁延長 

(m) 
県名 橋梁

数 
橋梁延長

(m) 
県名 橋梁

数 
橋梁延長

(m) 
ダッカ  7 315 ナラヤンゴンジ 2  85 ムンシゴンジ 7 320 
マニクゴンジ 16 840 ラジバリ 3 205 ゴパルゴンジ 8 365 
ファリドプル  3 170 コミラ 2 120 バリア 1  75 
チャンドプル  6 140 フェニ 2 110 ノアカリ 1  20 
ラクスミプル  1  20 ナトレ 5 340 シラジゴンジ 15 790 
パブナ  5 405 ボグラ 8 535 ― ― ― 

合計：92 橋、橋梁総延長：4,885m 
 
（３）相手国負担事項 
   ・橋梁下部工、取付道路、付帯工の施工 

・建設資機材保管ヤードの確保 
 
（４）概算事業費 
   40.12 億円（無償資金協力 19.71 億円、「バ」国側負担 20.41 億円） 
    

＊「バ」国負担のうち、免税、通関手続き等（13.84 億円）は文書上の手続きのみとな

るため、実質的な負担費用は 6.57 億円となる。 
 
（５）工期 

詳細設計・入札期間を含め 38 ヶ月（予定）。 
 
（６）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

   特になし。 

 

５．外部要因リスク 

（１）洪水による地形変化がおきない。 

（２）「バ」国内の社会経済情勢の大幅な変動がない。 

 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

  特になし。 

 

7. プロジェクト全体計画の事前評価に係る提言 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

・新たな橋梁整備により陸上交通が可能になる （88 箇所） 

・既存橋の架け替えにより安全交通が確保される（4 箇所） 

 

（２）その他の成果指標 

   特になし。 

 

（３）評価のタイミング 

2010 年以降（施設供用開始後）とする。  
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8. 終協力対象橋梁選定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
協力対象橋梁選定の流れ図(1/2) 

第 2 次 現 地 調 査 へ

LGED 当初要請橋梁 

現地調査対象橋梁(M/D 時) 

・現地政府と協議 
・要請橋梁リストの確認 
・無償資金協力の範囲 
・事業計画、実施体制 
・橋梁形式、仕様等の概略 
・他プロジェクトとの重複 

・サイトの調査（データ完備）

・計画の妥当性検討 
・社会・経済的効果 
・技術的必要性（緊急性） 
・工事実施の可能性 

→ 詳細は後付けの表を参照 

・自然条件調査 
・地形測量、地質調査 
水文調査 

・対象道路区間の現況 
（橋梁）調査 

協力対象橋梁の選定(138 橋) 

国内解析 
・道路の状況 
・交通の量・質 
・架け替え緊急性 
・周辺社会状況 
・河川状況 
・施工性 
・周辺住民への影響 
・用 地 

協力対象橋梁の確定 

147 橋（要請書） 

ステップ 1：要請橋梁の確認 

147 橋（当初要請 147 橋、

除外橋梁 34 橋、追加橋梁

34 橋） 

ステップ 2：サイト状況調査、自然

条件調査および水文

当初要請 147 橋、除外

橋梁 42 橋、追加要請

橋梁 33 橋） 

ステップ 3：橋梁の優先度の検討 
マスタープランの更

新・再検討、水文解

析、橋梁計画 

第
１
次
現
地
調
査
・
国
内
解
析 

第 1 次国内解析 

終調査対象橋梁(138 橋) 
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ステップ 4：中間報告書の説明・協議 

ステップ 5： 橋梁計画の技術的、施工

性検討 
 

 

第 1 期:36 橋 
第 2 期:30 橋  92 橋 
第 3 期:26 橋 
 

第 2 次現地調査・国内解析(138 橋) 

協力対象橋梁の 終選定(138 橋) 

・現地政府と協議 
・道路拡幅計画の確認 
・橋脚計画高調整の要請 
（支間長、径間数の調整） 

・橋梁概略基本計画（無償資金

協力としての妥当性） 
・橋梁一般図作成 
・必要技術の難易度 
・施工技術の難易度 

終協力対象橋梁の施工期分け(案) 

・第 2 次国内解析 

終協力対象候補橋梁および 
施工期分けの確定(92 橋) 

第
２
次
現
地
調
査 

終協力対象橋梁(案)の確定(92 橋) 

・現地政府と協議 
・予算措置 

（ＰＣＰ承認、ＰＰ改訂）

・バングラデシュ国側事業実

施工程計画 

・基本設計概要書の説明・協議

ステップ 8：実施工程計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
協力対象橋梁選定の流れ図(2/2) 
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表 社会経済効果、技術的必要性および計画の妥当性の検討 

 

① 社会経済効果 

・計画対象橋梁は、農村地帯と市場を接続し、生産物を輸送する重要な地方

道路上に位置する。計画の実施によって、周辺の小規模加工業（木・竹製

品、織物）、農業、特に米、菜種、野菜、およびジュート等の 栽培を促進

する。 

・直接的／間接的に利益を受ける地域は 17 県にわたり、人口約 42,700 千

人、面積約 32,766 km2に及ぶ。 

・本計画の効果は、道路の重要性、効果の大きさより、単に地域社会経済を

活性化するのみならず、同国の社会経済の開発に貢献する。 

 

② 技術的必要性 

・洪水により橋梁が流失した渡河地点に建設される橋梁は、必要性・重要度

が高く、地域経済の活性化を促進する。 

・竹橋が架設されている所に架設される橋梁は、必要性が高く、社会生活活

動を安定させ、周辺地域の経済活動を促進する。 

・橋梁が無い渡河地点で洪水時に交通が完全に遮断される箇所に建設される

橋梁は、その周辺地域の経済活動を活性化、住民の社会生活の向上と収入

増をもたらすため、高い効果がある。 

 

③ 計画の妥当性 

・ボトルネック解消により地域全体としての経済活動の発展が望める。 

・計画実施の緊急性、必要性が高い。 

・計画の受益対象が地域住民であり、受益人口が多い。 

・計画は、安全で全天候型の交通施設の提供により、住民の生活条件改善に

資するとともに、所得向上に貢献する。 
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９．調査協力対象地域の水文地域区分図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 地域区分図 
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図 1-2(1) 水文区分図（北西部地域） 
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図 1-2(2) 水文区分図（北中央部地域） 
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図 1-2(3) 水文区分図（南東部地域） 
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図 1-2(4) 水文区分図（南西部地域） 
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